
保護観察対象者等の雇用・就業促進

■ 保護観察対象者等の社会的自立には、就労による安定した生活基盤の確保が重要

■ しかしながら、保護観察対象者等はその前歴から、一般での就職が困難な状況

■ 保護観察対象者等を雇用する民間事業者への支援や、協力雇用主の拡大・事業主支援

等による雇用基盤整備とともに、保護観察対象者等に対し、就労に必要な基礎的能力等の

習得や企業とのマッチングを支援

兵庫県

地方公共団体における再犯防止の取組を促進するための協議会[近畿ブロック協議会]
（2021.12.20）
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保護観察対象者等の雇用・就業促進

１ 保護観察対象者等雇用拡大促進事業【H25～】〔R3年度予算：6,690千円〕

保護観察対象者等の就労支援活動を行っているNPO法人に就労支援員を配置し、協力雇用主の拡
大や事業主支援、シンポジウムや情報誌による広報活動などを通じ、保護観察対象者の雇用基盤整
備を促進

兵庫県産業労働部労政福祉課

（１） 事業内容
① 就労支援員(3名）を配置し、協力雇用主に対する受入れ拡大や新規企業開拓
② 事業主向けセミナーや施設見学会などの事業主支援
③ 情報誌「更生保護就労支援だより」の発行(年３回)

シンポジウム、協力雇用主研修会の開催 等

（２） 実施方法
NPO法人兵庫県就労支援事業者機構に委託

（３） 実績
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新規開拓登録事業主数

R2年度 46社

R3年度(10月) 19社



保護観察対象者等の雇用・就業促進

２ 刑務所出所者等雇用導入促進事業【H27～】〔R3年度予算：6,400千円〕

刑務所出所者等の社会復帰を促進するため、刑務所出所者等を新たに雇用する民間事業者に対し、
神戸保護観察所等と連携して最大４ヵ月間の給与、研修費の一部を助成

兵庫県産業労働部労政福祉課

（１） 助成対象
① 国の刑務所出所者等就労奨励金の支給対象となった協力雇用主
② コレワークを通じて矯正施設出所者を雇い入れた雇用主（R1年度～）

※ ①、②とも、原則、初めて刑務所出所者等を雇用する雇用主に限る

（２） 対象経費
雇用開始後最大４ヵ月分の給与、研修費

（３） 補助額
（給与７万円 ＋ 研修費１万円） × ４ヵ月 ＝ ３２万円

受入事業所

H30年度 11社

R1年度 11社

R2年度 13社

R3年度(10月) 8社

（４） 実績
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保護観察対象者等の雇用・就業促進

３ 保護観察対象者等就労支援プログラム事業【H30～】〔R3年度予算：6,378千円〕
（H30～R2：地域再犯防止推進モデル事業）

民間人材教育会社が保護観察対象者等を１ヵ月間雇用し、神戸保護観察所等関係機関と連携しな
がら、就労に向けたビジネス基礎研修や職場体験を行うことにより、民間企業等への就職を支援

兵庫県産業労働部労政福祉課

（１） 支援対象者
保護観察対象者及び保護観察期間中に支援を受けた保護観察期間終了者

（２） 対象者数・研修期間 10名（予定）、最大４ヵ月

（３） 研修内容
① ビジネス基礎研修（座学）･･･１週間

社会人としての心構え、就職活動の基礎知識やノウハウ等
② 職場体験･･･２週間～１ヵ月
③ 就職支援･･･２ヵ月目～４ヵ月まで

研修参加者数 就職者数

H30年度 3名 2名

R1年度 5名 4名

R2年度 3名 1名

R3年度(11月) 5名 1名

（５） 実績

（４） 実施手法
民間人材教育会社に委託（企画提案コンペにより決定）
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触法障害者・高齢者の再犯防止に向けた地域立ち直り支援

■ 矯正施設から退所する障害者・高齢者には、退所後に十分な福祉的支援を受けることが

できず、軽微な犯罪を短期間で繰り返してしまうことがある

■ 起訴猶予処分等により釈放となった障害者・高齢者についても、担当弁護人だけでは必

要とする福祉的支援に繋げることが困難

■ 兵庫県地域生活定着支援センターと保護観察所や検察庁等の司法機関、弁護士会、福

祉関係者と連携し、罪を犯した障害者・高齢者が地域の中で自立した生活を営むことができ

るよう、退所後や釈放後に必要とする福祉的支援に円滑に繋ぐための調整を実施

兵庫県

地方公共団体における再犯防止の取組を促進するための協議会[近畿ブロック協議会]
（2021.12.20）
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障害者・高齢者の地域立ち直り支援

１ 兵庫県地域生活定着支援事業（出口支援）【H22～R2年度】
※厚生労働省地域生活定着促進事業

障害者や高齢者で、矯正施設等から退所した後、直ちに自立した生活を営むことが困難と認めら
れる者に対して、地域の中で自立した生活を営むことができるよう、地域生活定着支援センターを
開設し、福祉的支援を円滑に利用できるための調整等を実施

兵庫県健康福祉部障害福祉課

（１） 事業内容
① コーディネート業務
保護観察所からの依頼に基づき、矯正施設入所者を対象として、退所後に必要な福祉的支援のニ

ーズ内容を確認し、利用に向けた申請支援等の調整を実施

② フォローアップ業務
コーディネート業務により矯正施設を退所された方が、安定した自立生活を継続して営めるよう、帰

住先行政機関や福祉関係者等の支援者と協働し、受入先福祉事業所への助言等を実施

③ 相談支援業務
罪を犯した障害者・高齢者で、自立した生活を営むことが困難と認められる方に対し、本人やその関

係者からの相談に応じ、助言等を実施

（２） 実施方法
社会福祉法人みつみ福祉会へ委託

（３） 支援実績（H22～R2年度末）
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障害者 高齢者 その他 計

961人 274人 23人 1,258人



障害者・高齢者の地域立ち直り支援

２ 障害者・高齢者の地域立ち直り支援事業（入口支援）【H30.12～R2年度】
※法務省地域再犯防止推進モデル事業

司法入口段階にある障害者・高齢者で、福祉的支援が必要と認められる者に対し、起訴猶予処分
等による釈放後、地域の中で自立した生活を営むことができるよう、兵庫県弁護士会と協働し、福
祉的支援を円滑に利用できるための調整等を実施

兵庫県健康福祉部障害福祉課

（１） 事業内容
① コーディネート業務
弁護人からの依頼に基づき、起訴猶予等実刑にならない見込みの障害者・高齢者を対象として、釈

放後に必要な福祉的支援のニーズ内容を確認し、利用に向けた申請支援等の調整を実施

② フォローアップ業務
コーディネート業務により釈放された方が、安定した自立生活を継続して営めるよう、帰住先行政機

関や福祉関係者等の支援者と協働し、受入先福祉事業所への助言等を実施

③ 相談支援業務
罪を犯した障害者・高齢者で、自立した生活を営むことが困難と認められる方に対し、本人やその関

係者からの相談に応じ、助言等を実施

（２） 実施方法
社会福祉法人みつみ福祉会へ委託

（３） 支援実績（H30.12～R2年度末）
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障害者 高齢者 計

212人 17人 229人



障害者・高齢者の地域立ち直り支援

（拡充）兵庫県地域生活定着支援事業【R3年度～】
※厚生労働省地域生活定着促進事業

令和３年度より厚生労働省地域生活定着促進事業に
おいて、従来の矯正施設を退所する障害者・高齢者を
対象とした「出口支援」に加え、刑事司法手続きの入
口段階にある被疑者・被告人等である障害者・高齢者
を対象とした、保護観察所からの依頼に基づく「入口
支援」が「被疑者等支援業務」として地域生活定着支
援センターの本来業務化

※兵庫県地域生活定着支援センターが実施してきた弁
護人からの依頼に基づく入口支援も引き続き実施

兵庫県健康福祉部障害福祉課

（１） 令和３年度からの事業内容
① コーディネート業務
② フォローアップ業務
③ 被疑者等支援業務
④ 相談支援業務
※ 保護観察所や検察庁、
弁護士会等関係機関との
連携強化
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